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Ａ－３テキスト　マンション再生の実務について　目次

ページ番号

（各ページ右下に表示）

(１)-１ 序　章 １．２．１ 本マニュアルの目的と位置付け 1

第１章 １．２．１ マンションの再生に係る法律 2

(１)-２ １．４．１ マンション建替事業等の基本的な進め方 5

(２) 第２章 ２．１．１ 建替え推進決議等から建替え決議等までの進め方 16

２．１．１ 管理組合における計画組織の設置 17

２．１．２ 専門家及び事業協力者の選定（建替えの場合） 19

２．１．４ 客観的事由への該当性の確認 20

(３) ２．１．５ 建替え計画等の検討と意見交換による計画の調整・修正 22

２．１．６ 未賛同者等への対応 28

２．１．７ 関係地方公共団体及び近隣住民との協議 29

２．１．８ 建替え決議等に向けて 31

(４) ２．２．１ 建替え決議等の法定手続き 32

２．２．４ 決議成立から合意までの手続き 33

２．２．５ 賃貸借の終了請求等の手続き 34

２．３．１ マンション再生円滑化法に基づく事業実施のフロー 35

２．３．２ 再生組合の設立と組織・運営 37

２．３．３ 権利変換計画の策定及び認可 40

２．３．４ 再生前マンションの明渡しから再生組合の解散まで 43

２．３．５ 再生前マンションの管理組合の消滅 45

２．３．６ マンション再生に関連する税制特例措置 46

２．４．３ マンション再生事業における登記手続き 49

(５) ２．５．１ 除却等の必要性に係る認定（要除却等認定） 51

２．５．２ 建築確認と権利変換計画との関係 51

２．５．３ 総合設計制度 52

２．５．４ 開発許可 52

２．５．５ 道路の廃止・新設 54

マンション再生実務マニュアル（国土交通省）から抜粋

※ 抜粋元である国土交通省のマニュアルのページ数については、各ページ下部中央の

（　　）に示されています。

テキスト
分割番号



 

凡例  

（１）略号 
本マニュアルにおける法令等については、以下のように記載している。 

 
法令等の名称 略記 引用時の表記 

老朽化マンション等の管理及び再生の円

滑化等を図るための建物の区分所有等に

関する法律等の一部を改正する法律（令

和７年法律第47号） 

改正マンション関係

法 

― 

建物の区分所有等に関する法律（昭和 37

年法律第69号） 

区分所有法 区法○ 

マンションの建替え等の円滑化に関する

法律（平成14年法律第 78号） 

マンション建替円滑化

法 

― 

マンションの再生等の円滑化に関する

法律※（平成14年法律第78号） 

マンション再生円滑化

法 

再法○ 

マンションの再生等の円滑化に関する法

律施行令（平成14年政令第367号） 

マンション再生円滑化

法施行令 

再令○ 

マンションの再生等の円滑化に関する法

律施行規則（平成 14 年国土交通省令第

116号） 

マンション再生円滑化

法施行規則 

再省○ 

除却等の必要性に係る認定に関する基準

等を定める告示（令和３年国土交通省告

示第1522号） 

要除却等認定基準告示 ― 

民法（明治29年法律第 89号） 民法 民法○ 

建築基準法（昭和25年法律第201号） 建築基準法 建基法○ 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338

号） 

建築基準法施行令 建基令○ 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律（平成18年法律第91号） 

バリアフリー法 ― 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律施行令（平成 18 年政令

379号） 

バリアフリー法施行令 ― 

建築物の耐震改修の促進に関する法律

（平成７年法律第123号） 

耐震改修促進法 ― 

都市計画法（昭和43年法律第100号） 都市計画法 都計法○ 

都市再開発法（昭和44年法律第38号） 都市再開発法 都再法○ 

借地借家法（平成３年法律第90号） 借地借家法 借法○ 

※ マンション関係法の改正により、法律の名称自体も変更されている。 
 

  
  



 

（２）条項の記載方法 
全ての法令等で、条項を記載する際には、「条」は算用数字、「項」は○付の算用数字、「号」

はローマ数字で表記している。また、他の条文を準用している場合には、準用する旨を規定

している条文、準用する条文の順番で列記している。 
（例）区分所有法第62条第２項第三号 → 区法62②Ⅲ 
   区分所有法第64条の６第３項により読み替えて準用する同法第63条第１項 

    → 区法64-6③、63① 
 

 （３）その他 
管理組合の総会については、区分所有法では「集会」と表現するが、マンション管理や 

団地の管理においては「総会」という表現が一般的に使われているため、本マニュアルでは、

法律の規定を引用する場合を除き「総会」と表現している。 

  


